
国の出先機関の事務・権限の移譲に係る特例制度について 

 

 

 政府は、平成２２年６月に地域主権戦略大綱を閣議決定し、その柱の１
つである「国出先機関の原則廃止」については、同年１２月に閣議決定し
た「アクション・プラン ～出先機関の原則廃止に向けて～」において、
今通常国会に法案を提出することを目指すとされた。 

 その後の政府の検討は、遅々として進まず、地方としては改革の停滞・
後退を懸念していたところ、昨年１０月に、野田総理から、地域主権改革
を野田内閣の最重要課題の１つとして、総理自身が先頭に立って改革をや
り抜くとの覚悟が示され、広域連合への移譲の方針が明らかにされたとこ
ろである。 

中国地方知事会としても、出先機関の原則廃止を前に進めるため、国の
検討状況も踏まえながら、広域連合の設立に向けた取組を進めているとこ
ろである。 

 しかしながら、先般、地域主権戦略会議で了承された「国の出先機関の
事務・権限のブロック単位での移譲に係る特例制度（基本構成）」やその
後示された法案骨子については、我々から見て、国の強い関与や不明確な
財源など、いくつもの問題を内包しており、「地域のことは地域で決める」
という地域主権改革の本来の趣旨と合致しないものとなるおそれがある。 

さらに、移管する業務の範囲の決定については先送りされるとの懸念が
ある。 

政府においては、「一丁目一番地」の政策であるとうたった地域主権改
革を成し遂げ、真の分権型社会を実現するため、出先機関の原則廃止を確
実に実行するとともに、関係法案の立案や詳細な制度設計に当たっては、
我々地方の意見に十分に耳を傾け、地域の実情に応じた国の出先機関の事
務・権限の移譲等が行われるよう、次の事項について強く要請する。 
 

１ 国の役割の明確化 

  国の出先機関の事務・権限には、全国的な観点から優先順位を定め、 
予算の配分や調整を行っているものや、国が出先機関を通じて地方の状況 
を把握しているものがある。地方に移譲された際には、こうした国の政策 
に関わる役割がどのようになるのか、明らかにされていない。国が引き続 
き果たすべき役割や、国と地方の新しい責任分担など、重要な課題につい 
て適切に解決されることが必要であり、国の考え方を早期に示すこと。 

 

２ 執行機関の在り方 

  特定広域連合には、事務等移譲計画毎に、移譲事務等に関し特定広域 
連合の長を補佐し、当該移譲事務等を監督する職を置くとされているが、 
特定広域連合の組織については、地方の自主性・主体性が発揮できるよ 
うにすること。 

 

３ 区域の在り方 

  特定広域連合の区域が移譲対象出先機関の管轄区域を包括しなければ 
ならないものとするとされているが、柔軟な対応が図られるようにするこ 
と。 
 



４ 効果的・効率的な広域行政の推進 

  特定広域連合を組織する地方公共団体の事務等を持ち寄ることとされ 
ているが、移譲事務との関連性については、移譲の条件とはせず、地方の 
自主性・主体性に委ねること。 

 

５ 移譲対象となる事務等 

  移譲対象出先機関単位ですべての事務等を移譲することを基本とする 
こと。なお、移譲の例外とする事務が存する場合は最小限とすること。 

 

６ 国の関与等 

  国による関与（協議、同意、許可・認可・承認、指示等）や並行権限 
行使を必要に応じて柔軟に設けるなどとされているが、最小限のものとす 
ること。また、移譲事務等に対する事業計画についても、同意が必要な内 
容は最小限のものとするとともに、同意を得る期間の終期設定を検討する 
こと。 

  移譲事務等は原則自治事務とすべきであり、仮に法定受託事務とする 
としても、それは当面の時限的な措置とし、見直しを検討すること。 

   

７ 人員の移管 

  国において要していた要員数がそのまま地方で必要となる要員数とな 
ることを基本とするとされ、詳細は人材調整準備会合で検討されるもので 
あるが、必要な要員数、人員構成、移管に伴う財源措置について、地方の 
意見を踏まえた上で、早急に方向性を明らかにすること。 

 

８ 財源 

  移譲事務等の実施に要する財源については、改革の理念に沿った必要 
な措置を講ずることとされているが、業務を適時適正に実施するため、必 
要かつ十分な財源措置を講じるとともに、早期に財源フレームを明らかに 
すること。また、財源措置について不服がある場合は、特定広域連合から 
内閣総理大臣へ意見書等の提出ができるよう手続の整備を検討すること。 

 

９ 一の都道府県内で完結する事務・権限の原則移管 

  「アクション・プラン」に掲げている直轄道路・直轄河川など、一の 
都道府県内で完結する事務・権限の原則移管についても、同時並行で早急 
に取り組むこと。 

 

   平成２４年６月１日 
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